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１．はい！相談室です 

 「光回線をアナログ回線に戻しませんか」という勧誘にご注意ください 

２．９月は「高齢者向け悪質商法・ニセ電話詐欺被害防止共同キャンペーン」月間です 
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１．はい！相談室です 

「光回線をアナログ回線に戻しませんか」という勧誘にご注意ください。 

【相談事例】 
大手通信会社のサポートセンターを名乗る電話があり、「インターネットを利用していないので

あればアナログ回線に戻したほうが、電話料金が安くなるので戻しませんか。」と勧誘された。娘

が独立してインターネットを利用しなくなったので、光回線からアナログ回線へ変更することを

了承した。その後、書類が届きよく確認すると、大手通信会社ではない事業者名の記載があり、

アナログ回線変更手続き代行手数料約 4 万円と、生活費用削除の電話サポートや海産物を会員価

格で購入できるという月額約 5,000 円のサポートサービスを契約したことになっていた。このよ

うなサービスの契約をした覚えはない。契約書をもらっていないので解約できないか。また、娘

から「アナログ回線へ戻す手続きは自分でできる。」と聞いたが、どうしたらよいか。 

 
【アドバイス】 
高齢者が、訪問や電話で光回線をアナログ回線に戻すという勧誘を受けたが、実際には手続き

の代行や詳細が不明の生活サポートサービスの契約を結んでいたという相談が増えています。 
大手通信会社を名乗っていても、実際は関係のない事業者が勧誘している場合があります。大

手通信会社が特定の事業者と連携をするなどして、アナログ回線への契約変更の勧誘を行うこと

はないと注意喚起されています。電話や訪問などで勧誘を受けた場合は事業者名と契約内容をよ

く確認して、必要ない場合はきっぱりと断りましょう。 
消費者が自宅で事業者から電話や来訪で勧誘を受けてサービス等の契約をした場合は、一定期

間内であればクーリング・オフができる場合があります。契約書面などを渡されたり送られてき

た場合は、内容をよく確認しましょう。 
相談事例では、クーリング・オフ期間が過ぎていましたが、契約書が交付されていなかったた

め、期間に関係なくクーリング・オフすることができると助言したところ、すぐに解約通知書を

事業者に送付し、解約することができました。 
また、光回線をアナログ回線に変更する手続きは第三者に頼む必要はなく、契約者自身で大手

通信会社に申し込むことができます。その場合は、契約中の通信会社や回線会社に自分自身で問

合せや確認をしましょう。それが難しい場合は、家族やホームヘルパーの方など周囲の方に相談

し、困ったときは一人で悩まず、できるだけ早く消費生活センターに相談しましょう。 
この契約おかしいなと思ったら、消費者ホットライン（局番なし 188）にご相談下さい。 

 

＜参考資料＞ 

○国民生活センター 発表情報 

・「光回線をアナログ回線に戻せば料金が安くなる」という勧誘にご注意ください－事業者名や契



約内容をしっかり確認！ アナログ回線に戻す手続きはご自身でも可能です－ 

 https://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20211209_1.html 
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２．９月は「高齢者向け悪質商法・ニセ電話詐欺被害防止共同キャンペーン」月間です！ 

  毎年９月を「高齢者向け悪質商法・ニセ電話詐欺被害防止共同キャンペーン」期間と定め、

茨城県消費生活センターでは、県内市町村及び県警察本部と連携して啓発活動を実施していま

す。 

高齢者は、健康やお金、孤独などの不安を抱えていると言われており、悪質な業者は言葉巧

みにこれらの不安をあおり、貴重な財産を狙っています。 

高齢者の被害を防ぐには、ご家族や高齢者の周りの方々（ご近所、民生委員、ホームヘルパ

ーの方など）に、高齢者の様子を気にかけていただくことが大切です。見慣れない商品・同じ

商品が届いていたり、工事事業者など、見慣れない人や車がたびたび出入りしているなど、高

齢者のいつもと違う様子に気づいたら、消費生活センターに相談するよう案内しましょう。ま

た、本人だけでなくご家族やホームヘルパーなど周りの方からの相談や問い合わせも受け付け

ています。 

見守りのポイントはＨＰ「いばらき消費生活なび」の「高齢者キャンペーン」特設ページを

ご覧ください。 

 https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/syose/navi/project/campaign/old.html 
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「困ったな」「おかしいな？」と思ったら、すぐに消費生活センターなどに相談しましょう。商品

やサービスなど消費生活全般に関する苦情や問い合わせなど専門の相談員が受付け、公正な立場

でトラブル解決のための助言、あっせん（消費者が当事者として事業者と交渉するための手助け）、

情報提供などを行います。 

◇ご相談はこちらへ 

 消費者ホットライン：１８８（全国共通・局番なし３桁）番で、お近くの消費生活相談窓口、又

は国民生活センターへつながります。 

日曜日もご相談できます。（年末年始除く） 
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※当メールマガジンの配信を停止したい場合は、ホームページ「いばらき消費生活なび」より配

信停止の手続きを行ってください。 
https://www.pref.ibaraki.jp/seikatsukankyo/syose/navi/project/mail-magazine.html 
このメールに心当たりのない場合やご不明な点がある場合は、お手数ですが

mail:syose@pref.ibaraki.lg.jp までご連絡ください。 
■□■□■□■□■□■□■□■□■□■ 
【お問合せ先】 
発行・編集 茨城県消費生活センター 
〒310-0802 茨城県水戸市柵町 1 丁目 3 番 1 号 
TEL：029-224-4722 
FAX：029-226-9156 
■□■□■□■□■□■□■□■□■□■ 
 


